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価値創造を支える CSR活動

サプライチェーンにおける社会的責任を果たすため、社会動向の変化に合わせて取り組んできた
これまでの活動・対応状況と、これらの活動の本来の目的を達成するため、サプライチェーン全体で
今後どう取り組んでいくべきか、TDKの考えをご紹介します。

特集2

　1990年代、生産委託先の人権問題がクローズアップされ
て以降、「CSRは企業が単体で取り組むのではなく、サプラ
イチェーン全体で推進しないと完遂しない」という共通認識
が形成されました。TDKグループは、多くのお客様およびお
取引先様との関係に支えられて事業を展開しているため、サ
プライチェーンにかかる法制度や国際的な業界規範などに大
きく影響を受ける事業環境にあります。2000年代に入って
からは、製品に含まれる化学物質に関する情報開示の要請を
はじめ、法規制に基づくお客様からの要求が急増。調査内容

が同様であるにも関わらず、各社で調査様式にばらつきがあ
ることが、理解の齟齬や、回答への多大な労力とコスト負担
を発生させる原因の一つとなりました。
　サプライチェーンでのCSRを合理的かつ効果的に実施する
ためには、社会課題に対する共通認識と調査の共通化が不可
欠です。TDKはサプライチェーン全体での効率改善に寄与す
るためにも、各種団体活動にルール策定の段階から参画し、業
界全体で連携するとともに、調査様式の共通化の提案などを
行っています。

サプライチェーン対応についてのTDKの歴史

　社会は企業に対して、課題解決のプラットホーム形成によ
る活動のスケールアップを求めており、サプライチェーン全
体でCSR活動を強化する動きは、今後もますます活発になっ
ていくでしょう。しかし現在、各社で実施している自己診断
や監査は、限られたリソースの中で調査・対応しているため、
バイヤー、サプライヤーともに対応に限界があり、将来的に
は管理コストの増大や、対応への疲弊が懸念されます。こう
した点を解消するには、TDKは次に示す取り組みが必要と考
えています。

●  共通の社会課題に対する、業界横断的な自己診断の共通化
　と監査基準の策定
● 自己診断や監査の情報を業界横断的に共有する仕組みの構
　築と、これらの情報を集約した地域リスク情報の共有化
●  労働時間などの人権課題解決に向けての対応
　上記に挙げた取り組みは、すべてが企業単独で実施できる
ものではありません。TDKは、さまざまなセクターとの対話
および連携を通じて、地域に密接に関連する労働問題等の解
決に向けた取り組みを進め、持続可能な社会づくりに貢献し
ていきたいと考えています。

TDKにおける課題認識と解決に向けた提案

サプライチェーンにおける責任

社会動向とTDKの対応

社
会
動
向
と

T
D
K
の
対
応

JEITA
「責任ある鉱物調達検討会」参画
TDK企業倫理綱領改訂
自主的なCSRレベルの向上

（CSR内部監査員養成トレーニング等）

 →P17-18で特集

2012

紛争鉱物ポリシーを策定し、本格対応開始
人権デューデリジェンスのための
取り組みを開始 

2013

 →P19-20で特集

企業倫理委員会
（現 企業倫理・CSR委員会）発足
TDK企業倫理綱領発行
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べき基準を、労働、安全衛生、環境保全、倫理、管理
システムの 5 つのセクションに分けて定めています。
プログラムは、その背景や要求される事項について、各
国の法令とも関連付けながら学ぶ内容となっています。
　さらに、いずれはほかの拠点や取引先企業の監査も
行える人材になるよう、ケーススタディなどの対応も
実施しています。また、リスクの高い生産拠点では、お
客様による「CSR監査」の受審機会がない場合、2年
に1回、第三者機関による内部監査を受審することと
し、CSR活動のレベルアップを図っています。

　トレーニングに参加した従業員からは、「法令遵守
はCSRの前提条件に過ぎず、法令を遵守した上で環境
などの問題に取り組む必要性があることを理解でき
た」「CSRが企業のブランドイメージ、ひいては競争力
の向上につながると実感した」といった声があがって
います。単に内部監査のスキルを身につけるだけでは
なく、CSRの根本的な考え方そのものについて理解を
深めることが、CSRの重要性に対する従業員の意識を
向上させることにもつながっているといえるでしょう。
　近年、環境問題や労働・人権問題への社会的な関心
の高まりを受けて、企業がこうした問題に積極的に取
り組むことを求める声は、ますます強まっています。内
部監査のシステムを徹底することで、リスクの把握と
低減に努め、お客様からの監査要請にスムーズに対応
することは、責任ある企業としての当然の責務です。
　TDKは今後も、この内部監査員の養成をはじめとす
るさまざまな取り組みを通じて、その責務を果たして
いくと同時に、従業員の意識向上にも一層尽力してい
きたいと考えています。

　TDKは、お客様である電子機器メーカーによるCSR 
監査の要請や、その背景にある生活者の意識の高まり、
法整備などの社会動向に対応し、期待に応えていきた
いと考え、自主的に活動を推進しています。具体的に
は、各国の法令を遵守することはもちろん、労働、倫
理、安全、環境、管理システムなど多岐にわたるCSR
に関する取り組みについても、お客様ごとに異なる要
求項目やレベルを理解しながら対応を進めています。
　お客様のCSR監査に関する多様な要請にスムーズに
対応するためには、私たち自身がまず、CSR監査につ
いて知識と理解をさらに深める必要があるのではない
か。そう考え、TDKでは2013年よりCSR関係の業務
に携わる従業員を対象にした「CSR内部監査員養成ト
レーニング」を開催してきました。お客様の要求を体
系的に理解できるようになるとともに、自社のCSR活
動を評価するための基礎を身につけ、活動レベルの向
上にも結びつけることを目的としています。初年度の
2013年は東京で開催。2014年は鶴岡（山形県）と中

国・上海の2カ所で、それぞれ1回ずつ開催しました。

　
　このトレーニングの対象となるのは、各拠点で主に
CSRに関係する業務に携わる、部長・工場長・課長を
中心としたスタッフです。今年度の鶴岡での講座には、
鶴岡・酒田・飯田の各工場長などを中心に21名が、上
海での講座には厦門、青島、大連、蘇州、無錫、香港
など中国各地の拠点から30名が参加しました。
　講習のプログラムはISO26000などCSRの基本的な
考え方について学んだ後、EICC（電子業界CSRアライ
アンス）における行動規範についての理解を深めるこ
とを目指しています。このEICC行動規範は、私たち電
子機器メーカーにとっての基本的な行動指針ともなる
もの。電子機器業界のサプライチェーンにおいて、労
働環境が安全であること、労働者の人権が敬意と尊厳
を持って扱われ、働きやすい環境になっていること、そ
して製造プロセスにおける環境負荷に対して責任を
持っていること。この3点を実現するために守られる

従業員一人ひとりの
　社会要請への感度を高めるために

電子部品メーカーとして求められる
　行動規範を理解する

　今回の研修に参加して、CSRを推進するこ
とが、従業員にとって働きやすい職場、安全
な職場を提供することにつながると実感しま
した。それはそのまま、従業員の職場定着や
モチベーションに反映され、最終的には企業
全体の価値や競争力を高めることにもなるの
だと思います。
　今後、CSR管理の定着と発展に伴い、お客
様から要求される水準は、EICCの行動規範を
基準としつつも、さらに厳しいものになって
いくことが予想されます。また、環境マネジ
メントシステムがそうであったように、「監
査のための管理」ではなく、企業自らが管理
レベルを継続的に改善していくことが必要に
なっていくでしょう。
　今回の経験を活かし、私が勤務するTDK大
連でも福利厚生など内部の規定・制度の改善
を行うとともに、CSRにおける年度目標を設
定して内部監査とレビューを実施する計画を
立てています。こうした取り組みを通じて、従
業員がより活き活きと働ける環境を実現して
いきたいと考えます。

研修参加者コメント

TDK Dalian 
Corporation　
人事総務部
部長

郭　仁良

CSR内部監査員養成トレーニング

CSR内部監査

従業員のCSRに対する意識向上へ

 ● 環境許可証と報告
 ● 汚染防止策と省資源化
 ● 危険有害物質  ● 排水と廃棄物
 ● 大気排出  ● 製品の含有物質規制

 ● 雇用の自主性  ● 児童労働の禁止
 ● 労働時間  ● 賃金と給付
 ● 人道的な処遇  ● 不当差別禁止
 ● 結社の自由

 ● 職場の安全
 ● 緊急災害時への備え
 ● 労働災害および疾病  
 ● 産業衛生  ● 肉体労働  
 ● 機械装置の安全対策
 ● 衛生設備、食事、住居

 ● ビジネス・インテグリティ
 ● 不当な利益  ● 情報の公開
 ● 知的財産権  ● 公平な事業、広告、競争
 ● アイデンティティの保護
 ● 責任ある鉱物調達
 ● 個人情報の保護  ● 報復の禁止

労働

倫理安全衛生

環境保全

管理
システム

EICC行動規範

価値創造を支えるCSR活動

社会の期待に応え、企業価値の
向上につなげる
サプライチェーンにおける社会的責任を果たすため、従業員の理解向上を図っています。

〜 CSR内部監査員養成トレーニングの実施 〜

社
会
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待
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　企業の犯罪防止、腐敗防止に世界が注目している今、日
本の企業に何より求められているのはガバナンスの強化
です。CSRはいまや、個別の問題をそれぞれの担当部署
が扱うようなものではなく、経営層を巻き込んで全社で
戦略的に取り組むべき活動となっているのです。
　人権課題についても、国連の「ビジネスと人権に関す
る指導原則」などに基づき、各企業がポイントを抽出し
て、チェックしていくことが求められていますが、ここ
でも大事なのは満点をとることではなく、「適切に
チェックを行えるガバナンス体制がある」こと。「人権を
守る」という目的をきちんと共有し、その実現に向けた
自社の現在の立ち位置や、今後の方針を明らかにするこ
とが重要視されているのです。チェックリストの作成な
どはあくまでそのための「手段」ですから、それが目的
化することがあってはなりません。

東京経済大学現代法学部非常勤講師　寺中 誠 氏

TDKでは 2013年度、以下の4つの
ステップについて取り組みました。

ステークホルダーとの対話を通じた
人権課題の特定
自社の人権に関する課題を把握し特定するため、さまざまなステークホルダーと議論を重ねてまいりました。
ここでは、2013年度から参画したプロジェクトの概要と自社の課題特定に向けたプロセスをご紹介します。

　2008年、企業活動と人権についての基本的な考え方
である「保護、尊重、救済」を中心とした「ラギーフレー
ムワーク」が国連人権理事会で承認されて以降、国際的
なCSRガイドラインや国連、EUの政策が同フレームワー
クの考え方を相次いで導入しています。こうした流れは、
企業にその事業活動において人権課題を具体的に把握し、
適切に取り組むことを強く求めています。
　すでにTDKにおいても、紛争鉱物や工場における従業
員の労働環境問題などの人権課題に対し、サプライ
チェーン各社も対象としてその解決に取り組むことが求
められ、経営に占める重要性が高まる中、改善を進めて

まいりました。こうした現状を踏まえ、TDKでは人権課
題への認識をさらに深めるために、2013年度より、経
済人コー円卓会議日本委員会が主催する、ニッポンCSR
コンソーシアム「ステークホルダー・エンゲージメント・
プログラム※」に参画し、他企業やNGO ／ NPO、学識
経験者、有識者との議論を重ねてきました。
　また、人権課題の特定に向けたプロセス（下図）で特
定された「業界ごとに重要な人権課題」のうち、「製造業
において重要と考える人権課題」をもとに、TDKは自社
の事業特性を考慮した、バリューチェーンにおける人権
課題について現状の取り組みを把握・整理し優先すべき
課題を特定する活動を進めています。

�ニッポンCSRコンソーシアム
   「ステークホルダー・エンゲージメント・　　
　プログラム」への参加 

人権課題の特定および取り組みに向けた全プロセス
（サステナブル・ナビゲーション）とTDKの取り組み状況

有識者とのダイアログを実施

ダイアログを終えて

有識者からの主な意見・提言

ダイアログの参加者：取締役 常務執行役員 管理本部長  米山 淳二／経営企画
グループ グループ長  石川 将／管理本部 人事教育グループ 人事労政部 部長  綾部 
昭彦／管理本部 法務グループ 法務部 主幹  福地 育雄／管理本部 CSR推進室 室長  
永原 佐知子／管理本部 CSR推進室 主事  小林 寛（所属と役職はダイアログ開催当時）

　企業が社会に与える影響は、よい意味でも悪い意味で
も計り知れません。だからこそ、社会をより良くしてい
くためには企業の力が不可欠なのです。その意味で、ビ
ジネスとは切り離されたところで作られたルールに一方
的にあてはめられるのではなく、自主的に動いてルール
づくりの場にも積極的に参加していくこと、それを単体
ではなく企業同士が連携し共同作業で関わっていくこと
は非常に大事なことです。
　また、人権課題において取り組むべき重要なテーマは
膨大な数がありますので、その中から自社にとっての優
先課題を絞り込み、限られたリソースを有効に振り分け
て取り組むべきです。今後、人権課題に取り組むことは
ビジネス戦略の上でも不可欠になってきますし、どの課
題にどこまで、どのように取り組むかの経営判断が重要
だと思います。

経済人コー円卓会議日本委員会
専務理事兼事務局長　石田 寛 氏

創業以来、社是を実践することで社会に価値を提供してきた
TDK。事業と「人権」は密接な関わりを持っており、私たちはしっ
かりと取り組んできた自負があります。しかし、事業の急速なグ
ローバル化に伴い、日本の価値観が通用しないことが往々にして
出てきました。本日のダイアログでは「ビジネス戦略に沿ってCSR
をとらえ優先順位をつけて取り組んでいくこと」、「人権課題に取
り組む目的を理解し、目的を達成するために正しく手段を選択す
ること」、そして「これらの重要性を経営層が認識すること」が大
切だという貴重なご意見をいただきました。TDKがこれからも創
造によって文化、産業に貢献し続けるために、いただいたご意見
を真摯に受け止め、検討してまいります。

TDK株式会社 取締役常務執行役員 管理本部長　米山 淳二
　経済人コー円卓会議日本委員会は、TDK株式会社が、「サ
ステナブル・ナビゲーション」のフレームワークを理解した
上で、下記の取り組みを行ったことを確認します。TDK株
式会社は、ニッポンCSRコンソーシアムの人権デューデリ
ジェンス・ワークショップに参加し、NGO、有識者、他社と
のディスカッションを通じ、製造業における人権課題をバ
リューチェーンに沿って特定する作業を行ってきました

（Step A、B）。その後、特定された課題について、自社におけ
る既存の取り組みを整理し、今後の進め方について有識者
と対話をもったことを確認しました（Step F、G）。今後は、
取組み方針を策定し、具体的な活動の実施へとつなげてい
かれることを期待します（Step H、I）。

エンドースメント
（人権デューデリジェンス　ステイタスチェック）

経済人コー円卓会議日本委員会 専務理事兼事務局長　石田 寛

Step A
● �NPO/NGO から課題提起

● �企業側でまとめた内容を、
　企業および NPO/NGO 間で共有

Step B

● �企業側で、特定の製品または
　サービスにおけるバリューチェーン 
　および関連する地域の把握

● バリューチェーンの整理

●� 企業側で、特定の製品または
　サービスにおけるバリューチェーン
　ごとの人権課題の把握

Step F
● ��Step B で特定した、
　業界ごとに重要な
　人権課題に基づき、
　自社の取り組みを整理

Step G ● 有識者ダイアログ実施

※�「ステークホルダー・エンゲージメント・プログラム」の詳細、および「サステナブル・
ナビゲーション」の各ステップについては、経済人コー円卓会議日本委員会のホーム
ページをご参照ください。

　http://www.crt-japan.jp/files/works/Holistic_Approach/framework.html
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　2014年3月4日、TDKにおける人権課題を特定する
ため、「ニッポンCSRコンソーシアム」の参加メンバー
でもある寺中誠氏と石田寛氏にご出席いただき、ダイア
ログを実施しました。
　ダイアログでは、寺中氏から人権課題の重要性につい
て、石田氏からCSRの国際動向と人権デューデリジェンス
について、それぞれ示唆に富んだお話をいただいた後、
TDKの取り組み状況について、担当から報告がありました。
　その後、TDK出席者の気づきとして、企業の社会に対
する信頼度や、ルールメーキングに参画することの重要
性を共有し、課題の特定に向けた議論を行いました。
　議論では、経営層の関与の重要性が強調され、「自社の
方針と立ち位置を明確にすること」「重要課題とした理
由、しなかった理由を経営層が説明できること」「課題の

優先取り組み順位を決めることで、リソースをどう投入
するかが判断しやすくなる」などの意見がある一方、「お
客様が考える優先順位とどう整合させるかが課題」と
いった意見があがりました。
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